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研究成果の概要（和文）：　本研究ではまず、日本の一級水系109流域を対象に総水需要と水資源賦存量を試算し、水
需給ポテンシャルの変化からみた地域的傾向を考察した。その結果、流域特性や水需給比には明確な地域性があり、流
域の水需給ポテンシャルを規定する地域的背景にはいくつかのパターンがあることが明らかとなった。
　次に、東京の表流水および地下水利用の変遷と地下水保全の現状、芦田川下流域の福山市の都市用水需要の変遷、渇
水対応などを調査した。これらから、公的な広域水道システムと、ローカルな水源を用いた小規模な水利用システムが
併存して相互補完することで、持続可能な水利用が実現することが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： Firstly, this study tried to estimate total water demand and the amount of 
available water resources by the major river basin. As a result, geographical backgrounds specifying 
water supply and demand potential in a river basin have some regional patterns. River basins with 
relatively high water supply and demand ratio are widely distributed around the country, and the 
specifying factors are regionally diverse.
 Secondly, This study organized the history of urban water use in Tokyo with focusing on two water 
sources such as surface water and groundwater, and also investigated the change of urban water demand and 
drought management in Fukuyama. For sustainable urban water use, the efforts both to avoid more water 
demand increase and to maintain local water resources are necessary. Sustainable urban water supply 
system should include both large-scale extensive water supply system and local distributed water supply 
system.
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１．研究開始当初の背景 
 日本の水資源政策は、需要増に伴う新規水
源の開発から、需要の停滞（あるいは減少）
に伴う既存水源の再編の時代に入ったとい
える。この間、水資源問題の関心は、既存農
業水利に新規都市用水がいかに参入するか
から、異常渇水時の水資源の融通に移ったと
いえる。 
水資源の融通策として以前から議論され
てきたのは、農業用水から都市用水への水利
転用である。しかし農業の衰退によって水田
面積が減少し農業用水に余剰が生じても、日
本では伝統的に既得権益としての農業水利
権が強く、都市用水への水利転用がなかなか
進まないのが現状であった。そのために、新
しい水需要に対して、これまでは専ら新規に
水源開発を行うことで対応してきた。 
 一方、水資源の融通に関して、もう１つの
代替水源として注目すべきものが地下水で
ある。従来の水資源開発により身近な井戸や
河川といった「近い水」から山間地域に建設
されたダムという「遠い水」への依存を強め
たが、今後はダムに依らない河川政策の必要
性が叫ばれており、「近い水」としての地下
水（井戸）に焦点が当てられるべきである。
日本では従来、地下水は「私水」とみなされ、
また過去に大都市を中心に過剰取水による
地盤沈下問題を引き起こしてきた経験から、
地下水は公的な水利システムの対象外とさ
れ、地下水から河川水への水源の切り替えが
行われてきた。しかしながら、地下水取水規
制による地下水位の上昇が、地下構造物の浮
上等の新しい問題を引き起こしており、地下
環境の維持のためにはむしろ涵養量を超え
ない範囲で地下水を「適正に利用する」こと
が指摘されはじめている。 
 
２．研究の目的 
本研究課題は、水資源再編期といえる現代
において、水需給がひっ迫した流域圏を対象
に、効果的かつ持続可能な再編を進める方策
を探ることを目的とする。具体的には、上記
の背景をふまえ、日本の水資源政策において
これまで十分に実現してきたとはいえない
農業用から都市用への水利転用と水利シス
テムへの地下水の編入の２つに着目する。 
具体的な研究対象地域としては、自然的地
域単位としての河川流域にその流域の水資
源の需要圏（農地や都市）も含めた「流域圏」
を想定しているが、まず、流域の水資源容量
や水需要量といった水需給の量的側面に関
するデータ群を用いた空間解析によって、水
資源の再編が必要な需要のひっ迫した流域
圏を抽出する。そして、抽出されたいくつか
の流域圏について、現行の水利システムの空
間構造を明らかにする。 
その上で、研究対象とされた流域圏におい
て、宅地化の進展等により農業用水需要の減
少が顕著な地域、および地下水の利用規制に
よりむしろ地下水位が上昇傾向にある地域

を事例として選定し、詳細な現地調査によっ
てその実態や問題点を明らかにすることで、
それらをふまえながら水利転用および地下
水編入の可能性について考察する。 
 
３．研究の方法 
(1) 流域水需給の定量的空間解析 
 本研究ではまず、日本の一級水系 109流域
を対象とし、流域の水需給を定量的に把握し
うる指標に関するデータを収集し、データベ
ースを構築した。水資源容量に関する指標と
しては、国土数値情報気候値メッシュ（平年
値メッシュ）の降水量などを用いた。水需要
に関する指標としては、国勢調査地域メッシ
ュ統計の人口、事業所・企業統計調査地域メ
ッシュ統計の製造業事業所数、国土数値情報
土地利用メッシュの水田面積と畑地面積を
用いた。 
国土数値情報流域・非集水域メッシュから、
一級水系 109 流域の流域界データを作成し、
ArcGIS 上で各指標のデータと重ね合わせる
ことで、流域ごとの人口、製造業事業所数、
水田面積、畑地面積、降水量を算出した。そ
してこれらの値を用いて以下に示す方法で、
各流域の水道用水需要、工業用水需要、農業
用水需要、水資源賦存量を試算した。 
各流域の水道用水需要は、流域人口に１人
当たり年間上水使用量の値を乗ずることで
試算した。工業用水需要は、１事業所当たり
淡水補給水量に各流域の従業者 30 人以上の
製造業事業所数を乗ずることで試算した。農
業用水需要については、単位面積当たりの用
水使用量を地方別に算出し、その値に流域ご
との水田面積、畑地面積を乗ずることで試算
した。水資源賦存量は、各流域の降水量から、
平均蒸発散量に流域面積を乗じた値を引く
ことで試算した。 
 
(2) 事例地域における水利システムの空間
構造と水利用の実態調査 
① 日本の首都として都市用水需要が最大
で、過去の地盤沈下や現在の地下構造物浮上
などの地下水問題を抱える東京都を１つめ
の事例地域とした。具体的には、東京の水道
事業の拡張と表流水源の増強、および地盤沈
下と地下水揚水について東京都水道局と環
境局の資料をもとに時系列的に整理した上
で、水道水源としての地下水利用の変遷と地
下水保全の現状を、いくつかの自治体の事例
調査により明らかにすることで、将来の持続
可能な都市用水利用のあり方について考察
した。 
 
② ２つめの事例地域としては、(1)の分析に
よって相対的に水需給がひっ迫している流
域として抽出された中から、下流域での水田
の宅地化が著しく進展している、広島県東部
の芦田川流域とその最下流の都市である福
山市を選定した。国土交通省福山河川国道事
務所、広島県、福山市の資料をもとに、流域



スケールでの水利用の空間構造および、福山
市の都市用水需要の時系列的変遷と水道事
業の拡大、各用途の利水者による渇水時の対
応策について明らかにすることで、持続可能
な水利システムについて考察した。 
 
４．研究成果 
(1) 流域水需給の定量的空間解析 
本研究の分析の結果、流域特性や水需給比
には明確な地域性があり、流域の水需給ポテ
ンシャルを規定する地域的背景にはいくつ
かのパターンがあることが明らかとなった。 
相対的に水需給比の高い流域は、三大都市
圏を中心としながらも、東北から関東、中部
地方の太平洋側、さらに近畿、中国、四国地
方の瀬戸内海側から九州地方北部など全国
に広く分散しており、その要因についても水
資源賦存量の小ささに規定されるタイプ、都
市用水需要の大きさに規定されるタイプ、農
業用水需要の大きさに規定されるタイプ、そ
の中間あるいは複合的なタイプといったよ
うに地域的に多様であることが明らかとな
った。 
本研究の試算値は、全国スケールで同水準
のデータが取得できる指標を用いた推計で
あり、あくまでも相対的な流域間比較をする
ことが目的であった。今後さらなる分析に向
けた課題としては、以下のことが挙げられる。 
まず、農業用水需要の試算に用いた水田と
畑地の水使用比、および水資源賦存量の試算
に用いた蒸発散量の値は、全国値を用いざる
を得なかった。しかしこれらの値は、各地域
の農業の実態や気候・土壌・土地被覆条件に
よって異なるはずであり、それらを反映した
試算ができれば、個々の流域の絶対的な水需
給特性が理解できよう。 
また、本研究の水資源賦存量の試算に用い
た降水量データは平年値であったが、現実に
水需給がひっ迫し渇水リスクが高まるのは、
降水量が平年値を大きく下回るような少雨
時である。したがって、各地域でもっとも少
雨だった年のデータを反映した試算も、渇水
問題の議論をする際には必要であろう。 
いずれにしろ水需給バランスの問題は、単
独の流域単位で収束するものではなく、地域
ごとに事情も異なっており、その解決策の提
示には、よりローカルかつミクロなスケール
でのデータ解析や現地調査が必要である。と
はいえ本研究のような日本全国を対象とし
た相対的理解は、そのような実際の現場にお
ける調査・分析や解決策の検討にとって、そ
の基礎的データとして有益な示唆を与える
ものである。 
なお、この研究の成果は、研究代表者のホ
ームページで「流域水需給データマップ」と
して公開している。 
 
(2) 事例地域における水利システムの空間
構造と水利用の実態調査 
① 東京の都市用水利用の変遷を全体的に

みれば、上水道の水源は当初から主に表流水
であり、需要の増大に対しては、水源をより
遠くの表流水に求めることで対応し、その一
方で地下水利用は抑制されてきた。工業用水
源は、工業用水道の建設によって従来の地下
水から表流水への切り替えがなされた。この
ことから、東京の都市用水利用に関わる水需
給空間は、従来の地下空間も含めた３次元的
なものから、地下空間を介さない２次元的か
つ広域なものへと変化してきたと捉えるこ
とができる。 

20 世紀の 100 年で東京の水道事業が推進
した広域化と表流水源の増強および施設拡
張は、水需要増大期においては用水の安定供
給と地盤沈下問題の鎮静化に大きな貢献を
果たした。しかし、水需要停滞・減少期とい
える現代においては、これまでの広域化、拡
大化とは異なる方策が求められる。そのよう
な中、多摩地区では水道水源としての地下水
利用が現在でもある程度維持されており、地
下水保全のためのさまざまな取り組みがな
されている。水需要増大期が終わり、持続可
能な水利用を目指した水資源の再編期に入
った現代において、このような取り組みは、
環境保全という観点からだけでなく、身近な
水資源としての地下水を持続的に利用する
趣旨からも再評価されるべきである。保全を
担う地域社会にとっても、生活水源や水環境
問題に対する住民意識の向上や水文化の醸
成につながる。 
したがって、水道事業の経営や管理は東京
都に集中・一元化しても、水源施設に関して
は、大規模な遠くのダム等に全面的に依存す
るのではなく、小規模分散型でそれぞれの地
域の身近な地下水源も、その供給能力を確保
し用水使用量を増やさない工夫をすること
で、水需給のバランスを維持しながら利用し
ていくことが望まれよう。 
地下水揚水は確かに地盤沈下を引き起こ
す恐れがあるものの、かといって遠くの源流
域や河口部における水資源開発が安易に容
認されるものでもない。したがって、水道水
源が表流水であろうが地下水であろうが、持
続可能な水利用のためには、需要を増やさな
い工夫と身近な水源を再評価し保全する取
り組みの両方が必要である。災害時の緊急水
源の確保や、渇水時のリスク分散という観点
からも、遠くの表流水を水源とする大規模な
広域水道システムと、近くの地下水源を活用
した小規模な分散水道システムが併存して
相互補完することによって、持続可能な都市
用水利用システムが実現するといえる。 
 
② 芦田川流域は、全国的にみて相対的な水
需要の大きい流域であり、それは相対的な降
水量の少なさと、下流域の都市用水需要およ
び上流域の農業用水需要によるものである。 
流域全体の河川水利としては、主な支流や
上流域の支流なども農業用水などに利用さ
れているものの、特定水利権も含めると芦田



川本流への依存度が非常に高い。 
 最下流の都市用水としての福山市上水道
は、八田原ダムの供用開始によって、かつて
より利水安定度が増したとはいえダムへの
依存度が高い。一方で、福山市上水道を含む
下流域の利水者は、それぞれ渇水対策として
さまざまな取り組みをしている。農業用水利
用者は、取水制限がある場合、田植期や出穂
期が重ならないように調整したり、用水路自
体に水を貯留し有効活用したりしている。水
道事業者は、浄水場内に緊急水源としての井
戸を整備したり、市内各地に配水池を整備し
たりしている。このようなローカルな水資源
を補完的に活用する工夫は、水需給のひっ迫
した地域における持続的な水利用にとって
重要なことである。 
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